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令和元年度第２回関東地方整備局事業評価監視委員会 

議事録 

■再評価案件（一括案件審議） 再評価対応方針（原案）の説明・審議

・一般国道 357号 湾岸千葉地区改良（蘇我地区）

・一般国道 464号 北千葉道路

・一般国道 357号 東京湾岸道路（千葉県地区）

・横浜港大黒ふ頭地区ふ頭再編改良事業

（上記について、事務局から資料により説明）

○朝倉委員長 ありがとうございました。

今、説明いただいた一括審議案件４件ですけれども、このうち道路事業が３件あるんです

が、この道路事業につきましては、事前に委員の先生方にお伺いしたところ、質問があると

いうようなことを承っておりますので、事前に伺った質問に対して、事務局より、説明をお

願いします。

○事務局 

便益が変化している３件の事業について、御質問をいただいておりましたので、それにつ

いて回答させていただきます。

まず、便益につきましては、タブレットの資料２のところでございます。

湾岸千葉地区改良（蘇我地区）。ここにつきましては、前回の便益が 373億円で、今回は

434億円となり、約 1.16倍に増えております。

続きまして、二つ目の北千葉道路は、前回のときの便益が 1,071億円ですが、今回は 1,538

億円で、約 1.44倍に増えております。最後の東京湾岸道路の千葉県区間、こちらにつきま

しては、便益が前回１兆 9,213億円でしたが、今回２兆 1,986億円で、約 1.14倍増えてお

ります。

この便益が増えた理由は、幾つか要因があります。例えば、交通需要の変化、費用便益分
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析で用いる原単位、基準年の変化というものが要因としてあります。

この基準年の変化について、御説明をさせていただきます。

スクリーンをご覧頂きたいと思います。

基準年の変化に伴う便益の変化はイメージ図をあらわしています。横軸が時間で、縦軸が便

益です。これが、供用年度がこの時期にあると仮定すると、この供用年次から便益が発生し

ます。赤い点線で書いてあるのが、現在価値化前だと考えていただければいいと思います。

これを、経年変化の価格変動を加味しますので、基準年の年次を基準として現在価値化しま

す。その際に、社会的割引率４％という数値を用いまして現在価値化することで、このよう

に青く塗られた部分が現在価値化された総便益として出てきますので、その際に、基準年が

変化するというものです。

基準年というのは評価する年と思って頂いて構いません。例えば、Ｈ28年に評価したら、

Ｈ28 年を基準年として現在価値化をします。また、令和元年に評価しますと、基準年が約

３年後ろにずれますが、そうした場合に、供用年次が変わらないとしますと、社会的割引率、

割戻率が、値としては大きくなると捉えていただければ良いと思います。

あるいは、供用後が５年後、ここがＲ10 年だと仮定すると、Ｒ10 年の社会的割引率が、

Ｈ28 のときであれば 0.7 だったものが、基準年が３年、後ろに倒れると 0.7 だったものが

0.8になる、そういった考え方になります。

割戻率の数値としては大きくなるので、白い点線がありますが、これが例えばＨ28 のと

きの基準年をもとにした総便益の現在価値化したもので、Ｒ元年にしたものが白い点線の

上側、青い線がありますが、この部分で便益として現在価値化されると便益が大きくなるこ

とで、基準年が変化し、便益が増えると、いうものです。

共通していただいた質問につきましては、私からは以上でございます。個別については、

この後引き続いて説明させていただきたいと思います。

○朝倉委員長 わかりました。

要するに、費用便益分析を行うときの便益と、実は費用もそうですけれども、前回と変わ

っている理由は何ですか、というのが質問だったということですね。それに対して今のよう

な御説明だったのですが、よろしいですか。

○事務局 よろしければ、ほかにも質問がありますので、続けてよろしいでしょうか。

○朝倉委員長 続けてお願いします。

○事務局 引き続き、個別に御質問を事前にいただいていたものにつきまして御説明させ
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ていただきます。

最初に湾岸千葉地区改良（蘇我地区）です。新規事業化から３年間未着工ということにな

っておりますが、これにつきまして説明させていただきます。

平成 29年度の事業化以降、事業の調査、設計を実施して来たところです。

自転車通行空間の整備につきまして、道路交通法の改正がありましたので、それに伴い道

路設計の整合や交通管理者との協議調整に時間を要しているところです。今後は、調査設計

や関係機関協議が完了次第、用地取得に着手する予定です。

続きまして、北千葉道路につきましても事前に御質問いただいております。

御質問の内容としましては、交通需要が非常に大きく伸びているという内容でしたので、

そちらに関係する地域特有の交通需要変化要因につきまして説明させていただきます。

スクリーンにて説明させていただきます。

北千葉道路は、前回評価時から将来交通需要推計のベースデータが、平成 17年度センサ

スから平成 22年度センサスに変更となっており、この北千葉道路周辺は、商業施設などの

立地が非常に進んでいるところがあります。

特に、この地域の中心部であります印西市におきましては、それが大きく増加していると

ころがあり、本事業区間の西側の千葉ニュータウン、印西市付近は、大型施設が多数立地・

開発が進められています。

スクリーンの次のページでグラフも載せていますが、事業沿線市では人口や製造品出荷

額、年間消費販売額ともに千葉県平均を上回る伸び率となり、、前回評価時を上回る伸び率

で推移しているという状況です。

また、人口の増加に伴いまして自動車保有台数も増えているというところがあり、これら

の要因により、交通需要が大きく増えたと考えております。

また、事業費変更の内容、事業費増の内容についても、説明させていただきます。具体的

には、並行する鉄道事業の成田スカイアクセスの先行開業に伴いまして、道路の施工段階に

おいて近接施工協議を実施した結果、道路構造がのり面から直壁に変わるとともに、軟弱地

盤対策につきまして、プレロード方式から地盤改良に変更になったところがあります。

これに伴いまして、建設発生土の処理において、当初は鉄道用地も含めた現場内での仮置

きを計画したところですが、24ｋｍ離れた一時仮置き場に搬出することとなったという変

更がありました。

これらの理由により、事業費が増加となっているところでございます。
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個別の説明につきましては、以上です。

○朝倉委員長 ありがとうございました。

○事務局 続きまして、東京湾岸道路（千葉県区間）の事業費増の内容について御説明いた

します。資料２というところの 12分の８ページ、９ページが 357、千葉県区間の御紹介で

す。

事業自体は、延長 21ｋｍの東京湾岸道路という一般国道を、首都高湾岸線や東関東自動

車道という高速道路の両脇に、一般部と自動車専用部という多車線の道路をつくっていく

というプロジェクトでございます。

現在取りかかっている範囲にて、一般部が左右にできていますので、自動車専用部につき

まして、右上図面に旗上げがある 5.5ｋｍ区間と 3.5ｋｍ区間の専用部や一般部の改良をし

ている事業でございます。

今回、事業費増ということで、次のページに変更の主な内容を御紹介しております。

舞浜立体になりますが、湾岸線と一般部の間に専用部の橋をかけていくというところで、

供用中の一般部だとか首都高湾岸線の間に橋をかけていくに当たって、クレーンで架設す

る計画でしたが、送り出しという形で進行方向に桁を出していく工法に変更しました。

距離的には片側２ｋｍ、左右４ｋｍぐらいの橋になるのですが、工法の変更がありまして、

事業費に変更が生じているという状況でございます。

あと、右のほうで御紹介していますのは、自動車専用部の橋をつくる際に、こちらは杭基

礎で計画をしております。基礎を工事する際に地質調査した結果、支障物として、鉱滓とい

う鉄をつくるときのスラグのようなものが埋まっており、元々の想定よりも非常にかたい

地盤ということで、基礎を造る時の工法を変更しています。

以上のことから、事業費が増え、変更になるものです。

○事務局 いただいた質問への回答については、以上でございます。

○朝倉委員長 わかりました。

御質問の内容は、Ｂ／Ｃが変化した理由と、それから事業費増の理由ということだと思い

ますが、今の御回答について、御質問をいただいた委員の先生方、何か追加で御質問、もし

くは、よくわからない点があれば、おっしゃっていただければと思います。御質問いただい

たのは、加藤委員と河野委員ということだと聞いておりますが、いかがですか。

○加藤委員 便益が大きく変化しているケースが幾つか見られて、特に２番目の一般国道

464号北千葉道路において便益が急に 1.5倍になっていたためどうしてですか、という質問
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をさせていただいておりました。先ほどのお話ですと、前回の評価は平成 28年だったわけ

ですね。今回の評価との期間はかなり短いものの、急激に周辺の道路で大きな立地の変化が

あり、最新の動向を踏まえた結果として少し需要の動向が変わり、しかも使っているデータ

も最新データに変えられたということで、それが反映されているので便益が大きくなった

のだと理解しました。ご説明としては、納得できる内容だと思いましたので、これ以上の質

問はございません。

○朝倉委員長 ありがとうございました。

河野委員、いかがですか。

○河野委員 私のほうからも、追加の質問はございません。

○朝倉委員長 ありがとうございました。Ｂ／Ｃについては、基準年をどこにとるかによっ

ていくらか変わることはあろうかと思うので、本件もそういうことだろうと思います。あく

まで供用年がある年だと仮定すればということなので、供用年が、それにつれてずれてしま

うと、結局、変わらないですよね。だから、そういう特性は持っているのだろうと思います。

もちろん、デマンドが変われば便益も変わる、増えれば便益も増えますので、そのことが特

に大きく出たところがあったということだと思います。ありがとうございました。

それでは、特に追加の質問もないということなので、全体の一括案件、合計４件ですけれ

ども、その対応方針でございますが、これは全て継続ということにさせていただいてよろし

いでしょうか。

〔「はい」という声あり〕

○朝倉委員長 ありがとうございました。それでは、今、御審議いただいた一括審議案件に

ついては、継続というふうにさせていただきます。

■再評価案件（重点審議案件） 再評価対応方針（原案）の説明・審議

中部横断自動車道 富沢～六郷

（上記について、事務局から資料により説明）
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○朝倉委員長 ありがとうございました。

それでは、今、御説明いただきました中部横断自動車道の富沢～六郷間について、御質問、

御意見がありましたら、お願いいたします。いかがでしょうか。

これは、前回の再評価は平成 30年なので、去年ですよね。まだ余り時間がたっていない

のに、何故、また今年するのかと、委員の方々はおっしゃりたいと思うので、その理由を簡

単に説明してくれませんか。

○事務局 昨年度の評価におきましては、これは全体で３工区ありますが、そのうち進捗が

割合進んでいる１工区と３工区、こちらのほうが、トンネル本体等の工事がおおむね終わっ

ている状況で、先ほど申し上げたような難航事象やその対応が、おおむね、決まっている状

況でしたので、事業費増について御審議いただいて、継続の了承をいただいたところでござ

います。

そのときは、今回の対象の２工区というところにまだトンネル本体が結構残っている状

態でして、全体を掘り終わってこういった事象がどれだけあるか、どれぐらい増加している

かというところが精査中の状況でございました。

そこで今回、精査中のところを含めて最終的に工事が大体見えてきましたので、この２工

区の部分の増加について、今回御審議をお願いしているところでございます。

○朝倉委員長 ということは、もし昨年の段階で今回審議にかかっているところについて

ある程度精査が終わっておれば、本当は去年やりたかったと。しかし、間に合わず、この分

だけ積み残しになり、今年やりました、という理解でよろしいかでしょうか。

○事務局 その時点でわかっている範囲で御審議いただくということもあったかもしれま

せんが、あくまで本当に一部なので、事象全てをその場で説明して、きちんとした額で御説

明することができなかったので、今回きちんとわかった段階で御説明させていただきまし

た。

○朝倉委員長 わかりました。

他、いかがでしょうか。

また私からになりますが、事業の目的に広域的な高速道路ネットワークの形成、物流の効

率化、緊急医療活動への支援、災害時の代替道路の確保が上がっていますが、この目的はＢ

／Ｃとは直接関係しないのですね。もしこれが目的であったら、この目的をもっとダイレク

トに、この目的から照らし合わせて必要なのだという説明をもっと強調された上で、念のた

めにＢ／Ｃを計算すると、クリアしています。という説明に変えていただけないでしょうか。
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そうでないと、Ｂ／Ｃがクリアしていないと事業目的の話ができないように受け止められ

てしまいます。マニュアルはそのようになっていないかもしれませんが、もし、目的がこう

だったら、この目的を達成するためにこの仕事がちゃんと進んでいるというところをもっ

と強調するように説明してくださったほうが、少なくとも私は納得できると思いました。可

能なら今後、そのようなご説明をして頂ける様、お願いしたいと思います。

○加藤委員 先ほどの委員長の意見と全く同じで、事業の目的に関しては十分価値がある

と理解しておりますので、今回の問題は費用が増加するほうにあるのだと思います。

１年前に議論したときに附帯意見としてコスト管理の徹底をお願いしますという申し上

げていたにもかかわらず、結果的にコストが上がっていますので、我々としては、既に出し

た意見に対して十分な対応がなされていたのかどうかが一番の関心事項です。今回のコス

ト増加が、コスト管理を徹底したにもかかわらす起こってしまったという経緯を、もう少し

追加で説明していただけないでしょうか。

○朝倉委員長 いかがでしょうか。

○事務局 今回の対象の２工区について、前回はまだ精査中と申し上げて、コスト管理につ

いてもう少し状況をそのときに御説明すべきことだとお話を聞きながら思いました。今回、

急に２工区の話が出てきたので、前回の附帯意見と相反する部分があるという御意見があ

るかと思いますが、事業の状況について、途中段階であってもきちんと、こういう場で御説

明して、今回の内容を説明できるように、今後改善したいと思います。

○朝倉委員長 昨年の段階では予見できなかったコストの増分が乗っかっているのですが、

それはコスト管理は一生懸命したが、いかんともしがたいところがあってコスト増があっ

たという、そういう理解も出来ます。ある程度わかっている分については、きちんとコスト

管理をして縮減をしてきたのであると。とはいうものの、わかっていなかったところが出て

きて、その部分でコストが増えたと言うのであれば、それは仕方がないですね、ということ

になるのではないかなと思います。そういう説明をしていただくと、よりわかりやすかった

と思います。

他、いかがでしょうか。よろしいですか。

〔「はい」という声あり〕

○朝倉委員長 それでは、本件の取り扱いなのですけれども、基本的には、継続ということ
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にしてはいかがかと思うのですけれども、附帯意見はまだやっぱり生きていると思います

ので、前回と同じ附帯意見を付して継続ということでいかがでしょうかというのが提案で

す。

ただ、昨年の附帯意見の中には「安全」という言葉が、入っていなく、大体こういうのを

やるとコスト縮減しろ、早く作れ等と言うと安全がおろそかになってしまう可能性がある

ので、どこかに安全に配慮してという言葉を入れていただいた上で、この附帯意見の表現を

変えて実施していただくということにしてはいかがかと思いますが、委員の皆さん、いかが

でしょうか。よろしいですか。

〔「はい」という声あり〕

○朝倉委員長 それでは、基本、継続ということにしていただいて、ただ、附帯意見だけは

つけさせていただきます。ありがとうございました。

〔説明者交代〕

久慈川直轄河川改修事業

（上記について事務局から資料より説明）

○朝倉委員長 ありがとうございました。

それでは、今、御説明いただいた久慈川の案件について、御質問、御意見、お願いします。

いかがでしょうか。

○田中委員 ７ページの図に関連してお聞きします。河川整備計画としては、河川で対応す

ることで、掘削と築堤が中心になっていくことで、大分、掘削する区間が長いわけですけど、

今後、例えば、掘削しても、すぐ砂州がついてしまったり、維持管理に結構お金がかかった

りするとか、いろいろなことが予想されます。既に施工済みの黒くなっているところで、洪

水が過ぎた後に、また土砂がたまる兆候があるかとか、そのための維持管理の面で、将来、

どうなるのか予想することは難しいところですが、どういうふうに考えられているかとい

うことと、もう一つは、築堤材料としては、掘削した土砂をある程度見込んでいると思いま
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すが、それはかなりよい材料として想定されているのかをご説明願います。

○朝倉委員長 お願いします。

○事務局 今、田中委員から２点御質問いただいた件、最初の質問でございますが、これま

で掘削した箇所につきましては、特段、その後の出水等においては、土砂の堆積等は、顕著

なものは確認されておりません。通常の維持の範囲で対応できております。

 ２点目でございますが、掘削土は、御指摘のとおり、ほかの築堤等に活用することを考え

ております。土質的な、質も比較的良好ですので、築堤土として活用は期待していますし、

実際にこれまでもやっておるところでございます。

○田中委員 わかりました。

○朝倉委員長 ほか、横木先生、地元ですね。

○横木委員 横木です。同じページなんですけれども、当面の整備とそれから 30年の中長

期的な整備に分けられたのは、すごくフィジビリティーが高くていいかなと伺いましたが、

７年と 30年という数字を出された根拠もしあれば教えてください。これは、整備計画をつ

くられたときに、７年間、30年間というふうにされたのでしょうか。

○事務局 まず、30年間につきましては、大体、河川整備計画が、当面の間、30年程度が

事業内容の定めとなっておりますので、そちらからになっております。７年間でございます

が、これは明確にマニュアル等に根拠等はないんですが、河川のもので、プロジェクトは大

体、河川だと７年間程度、当面の目標としてやる事例が多うございまして、それに準拠して

しているところでございます。

○事務局 補足しますと、大体ほかの地整の主な河川でも、大体こういう切り分けで、当面

７年という切り分けをした上で、事業評価のほうに図らせていただいております。

○朝倉委員長 手塚先生、どうぞ。

○手塚委員 同じく７ページで、危機管理型のハード対策ということで、少しでも時間を稼

ぐという、この事業は、非常に興味深いというか、リスク管理という観点からも非常に有効

というか、おもしろい分野というか、投資を思いまして、ただ一方で、投資というのはこう

いう効果があるということをあらわすのが難しいかもしれないという感想を持ちました。

 現在の、Ｂ／Ｃを見ても高い値が出ていたので、それほどハードルにはならないのですけ

れども、一応確認をさせていただきたいのは、この７年間のときに、この評価に対して、こ

ういう投資が阻害されるおそれとか、そういう可能性というのは、今のところはないと理解

してもよろしいですかね。
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○事務局 今、委員から御指摘がありましたが、この危機管理型ハード対策、昨年作成した

整備計画において、地域の声、学識者の意見を踏まえて行うこととしております。

 今、これも御説明しましたように、久慈川の対象とする事業内容はかなり多うございまし

て、どうしても、本来ならば築堤とか掘削をしっかり行なうことになりますが、なかなかそ

こまで手が回らない。上下流バランスのことも考えなければならないということがござい

ますので、どうしてもそういう意味で、順番が後になるところは、昨今の 27年の鬼怒川の

ような大水害もあったこともございまして、まず逃げるため、時間を少しでも稼ぐというこ

とを目的として、箇所の優先度をつけながら、この危機管理型ハード対策で、当面７年間で

行う箇所を選んでおります。幸い、費用便益的にも行うことができると判断しております。

○手塚委員 ありがとうございます。

○朝倉委員長 ほか、いかがでしょうか。よろしいですか。

〔「はい」という声あり〕

○朝倉委員長 それでは、本件の対応方針でありますが、河川整備計画を策定されることに

伴い、この事業の計画及びその評価をしているということなので、自然な成り行きであろう

と思いますので、基本、継続ということでよろしいかと思うのですが、いかがでしょうか。

〔「はい」という声あり〕

○朝倉委員長 それでは本件、久慈川の河川改修事業につきましては、継続ということでお

進めください。ありがとうございました。

 それでは続きまして、河川の環境の整備事業なんですけれども、この環境整備事業につい

ては、これまで費用対策効果分析についての、これは今年度初めて出てくる案件なので、総

合水系環境整備事業における費用対効果分析の考え方について、まず御説明を事務局より

お願いいたします。

○事務局  総合水系環境整備事業は、水質浄化等を目的とした水環境、湿地再生や、生物

の生息環境の場などの創出を目標とした自然再生、水辺空間の利活用を目的とした水辺整

備の３分野にわたる事業でございます。３分野ごとに費用対効果分析を実施しており、水環

境、自然再生は、その効果が河川全体に寄与するということから、水系一貫として評価し、
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水辺整備は事業箇所を踏まえた受益範囲を捉えて評価をしています。

 ２ページ目をごらんください。費用対効果分析の基本的な考え方です。特に河川に係る環

境整備の便益ですが、水質改善、生物の多様性の創出など、複数の環境要素の改善、非利用

価値や水辺の散策のような利用価値が含まれているもので、これらを貨幣換算する方法と

して、ＣＶＭ（仮想的市場評価法）を用いて算出しています。

 ＣＶＭにつきましては、下段にお示ししましたように、支払い意思額をアンケート調査に

より調査し、それに受益世帯数、評価対象期間を乗じて便益を算定しています。

 ３ページ目をごらんください。具体的な費用対効果算出の流れになります。左側が便益の

ことになりますが、予備調査により本調査手法の選定や受益範囲を選定し、本調査のアンケ

ートにより支払い意思額を調査し、受益世帯数、評価期間を考慮して、便益を算定します。

 右側の事業は、事業内容により費用を算出し、それぞれを現在価値化した上で、費用便益

比を算定してます。

 ４ページ目をごらんください。受益範囲の設定ですが、予備調査で実施したアンケート調

査により、支払い意思額、認知率、利用率の指標を分析し、距離に応じて、顕著な変化が出

ている距離で受益範囲を設定しています。

 ５ページ目でございます。昨年度、本委員会で、ＣＶＭについて御指摘のあった点を整理

したものです。

 主なる指摘は、上部機関へ評価マニュアルの見直しの必要性を伝える。多くの人の理解を

求めて、無回答を減らす工夫、事業反対者の取り扱いの明確化です。

 マニュアルの見直しは上部機関にお伝えしていますが、昨年度、水辺整備において、観光

客を対象とした便益を見込めるように改定しておりますが、評価手法については確立され

たものはなく、技術的課題を有していることは認識しており、今後、知見を蓄積して、順次、

改善をしていく考えであると伺っています。

 無効回答や事業反対者の件は、質問の対となるように事業内容を説明することや、調査手

法への反対の質問を分離すること、支払い額を「０円」という項目を設定することで、反対

者の扱いをより明確に反映できるよう、アンケート調査を改善しました。 今回の多摩川の

結果ですと、予備調査のときに、有効回答率が、自然再生等約４割、水辺整備約５割弱だっ

たものが、本アンケートは、それぞれが７割に改善しています。

 以上で御説明を終わりにします。

○朝倉委員長 ありがとうございました。今、説明していただいた総合水系環境整備事業に
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おける費用対効果分析の方法、特にＣＶＭの調査手法について、去年たくさん意見が出まし

たが、何か御質問、御意見等がありましたら、お願いいたします。

○加藤委員 単純な質問で恐縮ですが、１ページ目に、「河川環境整備事業」と、「総合水系

環境整備事業」という二つの用語が出てきますが、これらの関係性について、教えていただ

けないでしょうか。

○朝倉委員長 同じものなんですか。

○事務局 そうですね。記述が、総合水系環境整備事業ということでございます。特段、表

記が、統一されていなかったということでございます。

○朝倉委員長 では、同じものであるという理解でよろしいんですか。

○事務局 はい。

○朝倉委員長 なるほど。総合水系と言ったほうが、いわゆる湖沼ですね、流れている河川

だけではなく、湖沼も含まれることになる理解ですかね。○加藤委員 2つは同じなのです

ね。総合水系というほうが、川の起点から海まで全部を考えるというイメージが強くて、河

川の環境というと、その中の一部だけを取り出しているように見えるので、そういう違いが

あるのかと勝手に考えていたのですが、そうではなくて川を起点から終点まで、全てを一気

通貫で対象とするという事業であるという、理解でよろしいですか。

○事務局 そういう意味でいきますと、いわゆる川の管理が分かれているところでござい

ますので、管理主体によって、そこは区分されてしまうことがある、事業としては区分され

てしまいますけれども、基本的には管理区間トータルを見て、いろいろ考えてやっている事

業だということになります。

○朝倉委員長 よろしいでしょうか。ほかに何かございますか。

〔「なし」という声あり〕

○朝倉委員長 それでは、この方法に従って、多摩川の総合水系環境整備事業にこれを適用

するとこんなふうな感じになりますというのが次の案件ですので、またそこで、この方法で、

具体的にわからなかったところがあれば、御質問いただいても結構でございます。

 それでは、多摩川総合水系河川整備事業の説明を事務局よりお願いいたします。

多摩川総合水系環境整備事業
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（上記について事務局から資料より説明）

○朝倉委員長 ありがとうございました。それでは今、御説明いただきました、多摩川総合

水系環境整備事業につきまして御質問、御意見お願いします。いかがでしょうか。

 どうぞ、田中先生。

○田中委員 田中ですけれども、水辺の楽校なんですけど、全国 300 のうち 21 という、非

常に密度が高い。例えば８ページの自然再生だと、その建設費に占める維持管理費が 10％

より少なくて、９ページ目の水辺の楽校含むところだと半分ぐらい維持管理費がかかって

います。数が多いのも含め、出水があったときに破壊されたりとか、そういうのもあって多

分かさんでいるのかなと思いますがそのときに、ある程度の大きな出水でかなり破壊され

たような事例を含んでいれば、これ以上はそんなに維持管理費の割合が増えないとは思い

ますが、この維持管理費というのは、そういう大きな出水で破壊された実績なども含むよう

な割合なのか、今後、維持管理費がこうやってどんどん増えてくに伴って、かさむことはな

いのかという視点で、お聞きしたいと思います。

○事務局 維持管理につきましては、過去の実績をもとに算定をしてございまして、そうい

った中で、過去被災を受けたものについても、ここの中に入っているという考えでございま

す。また、非常に延長の長い道路がこの事業の中に入ってございまして、実は結構、この舗

装の打ち直しが維持管理の多くを占めているところでございます。いずれにしましても、コ

スト縮減、今後も努めてまいりたいと思ってございますけれども、過去の実績からすると、

このぐらい見込んでおいたほうが、評価としては適切なのかなと考えてございます。

○田中委員 例えば、草刈りとか、住民と共同でやったりするとして、ワンドが破壊された

りとか、したものは事務所の予算で直すのでしょうか。水辺の楽校の中には、施設が破壊さ

れたりしたものについても考えているのかをお聞きしたい。。

○事務局 過去の実績でございますので、ワンドのところにごみが入って、住民が取り出せ

ないような大きなものが入った場合には、やっぱり河川管理者がやらなければいけないの

で、そういうものは、この中に入ってございます。

○田中委員 いずれにしろ、実績を含んでいるので、特に、物すごく今後増えてくというこ

とは余りないということですね。

○事務局 ないと思います。

○朝倉委員長 ありがとうございました。小野先生。
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○小野委員 10 ページですが、今回マニュアルどおりということなので、今回はよろしい

と思いますが、今後のこととして、意見なんですが、この世帯数、受益範囲の世帯数が、前

回 27 年度と今回を比べると変わっていますよね。その理由は、前回は２ｋｍというところ

で区切って、今回は４ｋｍと１ｋｍということになったんで、このように変わっているわけ

ですけれども、結局、このＣＶＭというのは、世帯数が物を言うというか、幾ら支払い意思

を１円単位で緻密にいたしても、ここの掛け算の世帯数でどうにでも変わってしまうので、

これが調査のたびにこんなに大きく変わるというのは、この評価の継続性という観点から

すると、どうなのかというふうな疑問を感じるんですけれども、例えばですけども、この水

辺整備のほうは、これはﾚｸﾘｴｰｼｮﾝなどで利用ですから、公園の誘致圏みたいな考え方を使っ

て、何ｋｍとかというふうに固定して考えるとかですね。それから、再生のほうは、もう流

域全体で考えるとか、ほかの何か受益範囲の考え方があるように思うのですけれども、今後

のこととして検討いただけないかというふうに考えました。

○朝倉委員長 いかがでしょう、実は私も。

○事務局 御意見として、すみません、非常にこれは我々も計算しながら悩んだところでご

ざいまして、どういう数字がいいのかというのを、悩みながら今回お示ししたところでござ

います。

 ちなみに水辺整備で考えますと、おおむね１ｋｍ圏ですので、歩いて日常的に行ける範囲

というようなことを考えると、それほど、今回の範囲というのはおかしくない。前回に比べ

ればよくなっている気がします。特に自然再生のほうの、非利用的価値のその受益範囲、ど

う考えるのか非常に、正直悩ましいところでございまして、また、いろいろ勉強、研究して

いきたいと思います。

○朝倉委員長 ありがとうございました。関連して、８ページの支払い意思額の、グラフの

どこに線を引くかによって変わるわけですよね。しかも、このＷＴＰがどういうふうな形に

なるかというのは、なかなか難しくて、今たまたまこういう形になっていますけれど、もし

かしたら右下がりかもしれないし、右上がりかもしれないし、どうかわからないという中で、

どこかに線を引くということ自身が、職人技だなというふうに感じます。別の視点、こうい

うところに線を引くんじゃなくて、もう少し別の視点で、受益範囲を決めるという決め方を

考えたほうがよいのではないか。受益範囲はそんなにころころ変わるものじゃないだろう

と。数年前と比べて。何十年もたてば変わるかもしれませんけれども、そういうことを考え

ていただいたほうが良いのではないか。小野先生の言葉を借りると、評価の継続性というの
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ですか、そういうことも保たれていいんじゃないでしょうか。今、先生の御提案は、流域と

いう概念があるのだから、そこの人口で評価すればいいというのも一つの考え方だと思い

ます。それは別途、検討を継続的にしていただいたらいいんじゃないでしょうか。

○事務局 継続的に検討させていただきます。

○朝倉委員長 すみません。お待たせしました。河野委員。

○河野委員 道路ができ上ったとか、ダムが完成したみたいな事業だと、終わりがはっきり

していると思うんですけど、こういった水辺の環境整備は、継続的にやることに意義がある

と思います。、今回、新規箇所が加わったから、経年で再整備が必要だったからという話に

なると、事業費が発生するのはある意味、当然なんですけれど、どういうふうにチェック、

して新規箇所を加えているのだろうかと。この事業におけるチェックのされ方というのは

どうされているんでしょうか。

○事務局 多摩川では、河川整備計画の内数というふうに考えております。平成 13 年につ

くった河川の整備・管理の大きい計画なんですけれども、その中の事業だというふうに考え

てございまして、その中で位置づけられたものについては、事業が具体化されたときに、お

金に換算することができますので、追加させていただくということにしてございます。

 そういった観点で、今回、羽田のかわまちづくりにつきましては、整備計画を昨年変えた

ものですから、今回追加させていただいたという考えになると思います。

 水辺整備につきましては、13 年につくったとき、おおむね 20 カ所ぐらいのような、おお

むねの数というのが出ていまして、その内数であるので、今回はこれを加えさせていただき

ますが、この外数で仮に出てきたとすると、整備計画自体を見直すという手続になると思っ

ています。

○河野委員 ありがとうございます。わかりました。

○朝倉委員長 ありがとうございました。この総合水系の環境整備事業、なかなか難しくて、

これは私の私見ですけども、無理にＢ／Ｃに乗せなくても、これまでの事例から、こういう

事業をすると、こういう効果があるということを定性的に言っていただいて、それでやるほ

うが、むしろスマートなんじゃないかという気がします。無理にＢ／Ｃに乗せるのではなく、

むしろ定性的な効果で、主張されたほうが、より一般市民の方も納得されるんじゃないかな

と感じます。これは個人的見解です。

 お願いします。

○加藤委員 他の事業の評価と比べると、やけにＢ／Ｃを強調している印象が私にもあっ
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て違和感を感じました。例えば水辺の楽校で、子供たちが勉強しているのだとしたら、どの

ような勉強をしているのか、どういう教育効果があったのかといった、定性的な効果をきち

んと述べた上で費用便益分析をする方法が、事業の効果がよくわかると思いました。Ｂ／Ｃ

が十分高いというのは、よい結果だとは思いますが、せっかくよい事業をしているのならば、

もう少しその内容をアピールする努力をすべきだとおもいます。

○朝倉委員長 わかりました。皆さん、委員の方々、この事業について反対の方はどなたも

いらっしゃらなくて、やることはすごくいいと思いますが、それを評価する、再評価すると

きの方法というか考え方については、今後、難しいことは重々承知していいますが、どうい

うふうにやればいいか、その方法については引き続き御検討いただくとありがたいなと思

います。

本案件の対応方針ですけれども、これも継続ということにさせていただいてよろしいでし

ょうか。

〔「はい」という声あり〕

○朝倉委員長 ありがとうございました。それでは、本案件、継続ということでお願いいた

します。

〔休憩〕

〔説明者交代〕

○朝倉委員長 それでは、港湾空港事業における費用対効果算出方法についての説明を、事

務局より、お願いいたします。

○事務局 費用対効果分析の基本的な考え方としまして、ポンチ絵がありますが、港湾の事

業は、このイメージ図にありますとおり、係留施設、背後に荷捌き地、臨港道路、公園等が

あります。岸壁の前全面には、水域施設として泊地、航路、さらに外郭施設として防波堤が

あるというような形になっております。こういった施設を、幾つかの構成される施設で、一

つのプロジェクトとして、捉えて、プロジェクトごとに評価を行うというやり方をしており

ます。

国際海上コンテナターミナルの事業であるとか、国際物流ターミナル整備事業等、それぞれ
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で施設を組み合わせたプロジェクトとして評価をすることになっております。

費用対効果分析の基本的な考え方として、分析の手順ですけども、こちらのフローチャート

の通り、まず最初にプロジェクトの特定ということで、先ほどの色々なプロジェクトが表の

ようにあります。ここで国際海上コンテナターミナル整備プロジェクト、いろいろな複合し

たプロジェクト、臨港道路のプロジェクト、緑地のプロジェクトという形で、プロジェクト

をまず特定します。そのプロジェクトごとに効果項目を抽出しまして、需要を推計して、そ

の需要に基づいて便益を計測して、便益を出します。

 それから、費用としましては、建設費等のコストを積み上げて、費用の算出をして、費用

対効果分析ということで計算をします。

 それともう一つ、貨幣換算しない効果というものも、別途分析するということとなってお

ります。

具体的な例としまして、国際物流ターミナルを挙げていますけれども、まず費用としまして

は、建設費と用地費、あるいは補償費、建設費、維持管理費等を計上します。便益としまし

ては、物流ターミナルの移動コスト削減ということで、いろいろな便益の項目としてござい

ます。こうやって費用を計上できるものについて、例題としまして、上のほうにありますけ

ども、これは陸上輸送コスト削減という考え方になっておりまして、今回整備しようという

港に対して、この荷主から 20ｋｍという距離にあるのですがもしそれを整備しなかった場

合には、代替港として、荷主から 60ｋｍ離れた別の港を輸送するということで、陸上輸送

距離が削減できるという、その便益の差を積み上げて、便益とします。

 そのほかには、海上輸送コストが違うものについては、その移動コストを比較する例もあ

りまが、こういった便益を計測して、Ｂ／Ｃとして計算するというようなやり方をしており

ます。

 具体的には、茨城港常陸那珂港区国際物流ターミナル整備事業で説明させていただきま

すが、簡単には、このような形となっています。

○朝倉委員長 ありがとうございました。今、説明いただきました港湾事業における費用対

効果算出方法について、御質問がございましたら、お願いいたします。いかがでしょうか。

よろしいですか。

〔「はい」という声あり〕
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○朝倉委員長  それでは、次の茨城港常陸那珂港が、この方法を適用した案件ですので、

その中で今の一般的方法論について、御質問があれば、なお質問していただければ結構かと

思います。それでは、具体の茨城港常陸那珂港区国際物流ターミナル整備事業の説明を事務

局よりお願いします。

茨城港常陸那珂港区国際ターミナル整備事業

（上記について事務局から資料より説明）

○朝倉委員長 ありがとうございました。それでは、委員の皆様方からお願いします。

上田委員。

○上田委員 輸送コストの削減効果というベネフィットだけでははかり知れないものが数

値として出てくるのだと思っております。この臨海部への産業機械の新規立地、それから、

北関東自動車道と相まった内陸部の工場の設備増強、こうしたものを踏まえれば、合計で確

か 1,690億円ぐらいの投資効果が出ているのですね。あわせて、雇用効果というのも 2,000

人を超えるというふうに言われておりますので、こうしたものが、やはり反映しづらい方法

になっているのかなというふうに受けとめております。

 また、あわせて災害時の、例えば大震災があったときなどの、京浜港の代替機能ですとか、

そうしたものというのは、数字にあらわすことというのは、不可能なのかもしれないのです

けれど、今、世の中、RORO ローロー船ですとかフェリーの岸壁の延長不足というのが大

体３割近くあるというふうに伺っておりますので、その中でも、こういうところを優先的に

整備していく、ストック効果が高いところからやっていくというスタンスを見せるために

も、そういう効果をもっとアピールしたほうがいいのかなというふうに思っております。

 以上でございます。

○朝倉委員長 ありがとうございました。今の御意見は、先程の道路も同じなんですけど、

７ページ目に事業の投資効果というページがありまして、すごくいいことが沢山書いてあ

るんですよ。ここに国際競争力の強化だとか、首都圏の物流ネットワークの多重化とか、と

いうことが書いてあるのですが、Ｂ／Ｃになると、これと違う視点で評価されてしまってい

る。せっかくいいことを書いてある、こういうことを期待しているとおっしゃっているのな

ら、それを直裁的に受けた評価項目を、例えば、それが定性的であったとしても、それを受
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けて書き下すということが大事なんじゃないでしょうかというようにも理解できるんです

ね。そのほうがより説得力が増すのではないかと思うので、考えていただけませんでしょう

か。

○事務局 ありがとうございます。それこそ、ふだん港を見にこられる方や、そもそもこう

いう港の整備が必要かというところの説明では、まず具体的に書き下して、さらにそれが定

量的になることが良いというとのは当然だと思いますので、そういった努力はしっかりや

っていきたいなと思います。コメントありがとうございます。

○朝倉委員長 ありがとうございました。ほかいかがでしょうか。

 お願いします。横木先生。

○横木委員 ９ページの分析結果のところで、事業全体と残事業で便益が全く同じになっ

ています。

これは、要するに事業全体が完成しないと便益が全く発揮されない、これまでの事業の便益

と残事業便益との区別ができないとのことで、このように書かれているのかと理解しまし

たが、このように書かれると、当然、残事業が少なくなると、どんどんＢ／Ｃが上がるとい

う、当たり前のことですけれども。だから比べることで、意味があるのかと、疑問に思いま

した。もし何かこういうルールなんだということがあれば、教えてください。

○事務局 先生の御認識のとおりでございまして、マニュアルに沿って全体と残事業とで

算出」すると、このような見せ方になってしまうというところではあります。具体的にどう

いう事業が、どういうタイミングで発生するのかというのは、もちろん考慮しながらやって

おりますので、その結果として、お示ししてるのが、このような形になるということではご

ざいます。

○朝倉委員長 ありがとうございました。マニュアルどおり、きちんとやるということが大

変大事なので、それはそうとして、それにプラスして、こういうふうにアウトプットは見た

ほうがいいんですよという補足の説明があったほうが、なおベターだとだと思いますね。

 ありがとうございました。ほかいかがでしょうか。

○手塚委員 今回、追加の分析ということで、滞船の話が入っているんですけれども、一つ

目は、１年当たり 0.9億円の根拠を教えていただきたいということと、その答えを踏まえて

なんですけれども、この 0.9億円というのは、非貨幣的な費用を含んでいるのかどうか、そ

の２点についてお聞きします。

○朝倉委員長 いかがでしょうか。47日間をどういうふうにすると、0.9億円になるのかと
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いうことですね。

○事務局 47 日という、滞船日数の設定に関してですけれども、沖待ちの発生状況を確認

しています。RORO船の場合、入港隻数が 313隻あって、そのうち沖待ちの隻数というの

が 91 隻あるということになります。そういった形で、あとは北ふ頭地区の貨物の実績が、

産業機械と完成自動車とで 83％、17％といった割合で、実際には貨物が扱われているとい

うことになります。実際のローロー船の滞船の隻数というものを、中央ふ頭地区にシフトす

べき貨物の量で割り戻して、さらにそこにシフト率とその滞船の隻数を掛けるというとこ

ろで、年間当たり 35隻という数字が出てきます。それで、実際に１隻当たりの、平均の沖

待ち時間というところを 32.5 時間という実績がありますので、年当たり 47 日という数字

を出しています。それを実際に滞船時間と後は時間当たりの滞船費用というもので掛け算

をして、実際に 0.9億円という数字が算出されます。

また、それ以外の定性的なものというのを数字として入れ込んでいることはなく、具体的

にその船がどういった実態で動いているのかというものに基づいて、そこから、１隻当たり

とか、どれくらいのものが、まず年間当たり何隻発生するのか。それで、１隻当たりがどれ

くらい待っているのかという掛け算を出して、実績があってそれに原単位を掛けて、実績と

して、年間当たりの数字というのが出てくるということになります。

○手塚委員 ありがとうございます。港湾の分野の費用便益分析というのは、非貨幣的な、

そういった項目を全く入れていないと。恐らく輸送コストも現実に発生するであろう輸送

コスト、今の滞船のコストも入れていないということ。

 一方で、そのほかの分野、例えば、移動時間短縮、走行時間短縮便益であるとか、非貨幣

的な項目も入れて、便益の中に評価をしていると。そういったところと比べたときに、どの

ような言い方というのは、これでもクリアしてるという意味では、非常に保守的にこの結果

を示しているということなので、これがＢ／Ｃで１を超えたということは、そういう意味で

のある種の経済的な効果というのは、これ以上、さらに上乗せがあると考えてもいいという

ふうに思う一方で、先ほどから出ていた話ですが、やはりそれ以外の効果というものの出し

方は、やはり重要なのかなと思います。特に我々経済学からすると、非貨幣的な費用も含め

た機会費用をもってして、費用便益ということも特にカウントしていただきたいので、今の

この事業というよりは、むしろマニュアルの面の話になるかと思うんですけども、そこら辺、

評価の中に、マニュアルはもうできていますが、加えたほうがいいかと個人的には思います。 

もう一つは、アピールの仕方として、この費用便益分析の結果は、保守的に見た結果なんで
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す。これ以外にも、先ほどのようなストック効果であるとか、いろいろな効果を見ると、さ

らにこういった効果がありますよというふうにアピールをすると、よりそのプロジェクト

の重要性というのは出てくるのではないかと思います。

非常に慎ましやかなので、その慎ましやかなのを、もうちょっと何とかされるといいのかな

というふうに思いました。

 以上です。

○朝倉委員長 ありがとうございました。何かございますか。

○事務局 大変重要な御指摘、ありがとうございます。まさに、我々の悩みをまさに代弁し

ていただいたんですけれども、便益を余り高く取り過ぎると、それは重複しているですとか、

学問的にも問題になるようなことを言ってしまうといけない。そうすると、保守的に、我々

なっておりまして、勉強不足と言われれば、それまでなんですけれども、全ての効果を貨幣

換算できていないというところで、こういう評価をする際には安全側にとらせていただい

ているところだと思います。一方で、港湾の社会への貢献度とかを示す上では、もう少し別

の言い方をしていかないといけない。いろいろな場面で、そういうことを言っていることも

あるんですけれども、評価をしていただくという点では、やはり手堅くやらざるを得ないと

いうことで、こうさせていただいております。今後、マニュアルを更新していく際に、御指

摘を踏まえ、我々としても、できるだけ効果があるということは、皆様にお伝えしながら事

業をやっていきたいと思っておりますので、大変貴重な御意見として伺わせていただきま

す。ありがとうございます。

○手塚委員 ありがとうございました。

○朝倉委員長 ありがとうございました。確かに 50日１億円ということは、１日 200万円

ですからね。ちょっと控えめ過ぎるような気がいたしますね。ありがとうございました。

 ほかいかがでしょうか。

○加藤委員 事業の意義は大変よくわかりました。印象的だったのが、事業費の算定で茨城

県事業のふ頭用地の費用もきちんと事業の費用に含めた上で、費用便益分析をしている点

です。県の事業を他のものと考えると、国費を投入したところだけで費用便益分析をすると

いう考え方もなきにしもあらずで、そうするともっとＢ／Ｃが高くなるとも考えられるの

ですが、県事業のふ頭用地と一緒でないと本来の機能が発揮されないという考えに基づい

て、一体で評価をしているということですね。正しいやり方をしていると思いますので、前

向きに評価したいと思います。場合によっては、括弧づけで、仮に国の部分だけでやったら、
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Ｂ／Ｃはこれですという示し方もできるかもしれない、という印象を持ちました。

○朝倉委員長 ありがとうございました。ほかいかがでしょうか。

 それでは、本件ですけども、かなりポジティブな意見も多かったと思うので、継続という

ことにしたいと思いますが、よろしいでしょうか。

〔「はい」という声あり〕

○朝倉委員長 ありがとうございます。それでは、本件については、継続ということでお進

みくださいますようお願いします。ありがとうございました。

 本日の案件は以上となりますので、進行を事務局へお返しいたします。

 閉    会


